第１号様式（第２条関係）
　　年　月　日
（宛先）京都市長
（申請者）　所在地　　　　　　　　
名称　　　　　　　　
代表者職名・氏名　　　　　　　　
発達障害者支援センター指定申請書
　発達障害者支援法第１４条第１項の規定による発達障害者支援センターの指定を受けたく、同条第２項の規定により以下の関係書類を添えて申請します。
記
１　法第１４条第１項各号に掲げる業務に関して、直近３年間で類似事業等での運営実績を有していることを証する書類
２　常勤職員の配置体制がわかる書類
３　直近３年間、センター運営事業委託費相当額の積立金を保有するなど、事業の実施に必要な資金を有していることを証する書類
４　その他

以上
第２号様式（第３条関係）
第○○号
年　月　日
所在地
名　称
代表者職・氏名
京都市長　
発達障害者支援センター指定通知書
　年　月　日付けの発達障害者支援法第１４条第２項に基づく発達障害者支援センターの指定申請について、本市において発達障害者支援センター業務を適正かつ確実に行うことができると認めましたので、同条第１項の規定に基づき、次のとおり指定し、通知します。
指定法人　所在地
　　　　　種　別
　　　　　名　称
指定期間：　　年　　月　　日～　　年　　月　　日
第３号様式（第３条関係）
第○○号
年　月　日
所在地
名　称
代表者職・氏名
京都市長　
発達障害者支援センター不指定通知書
　年　月　日付けで申請のあった発達障害者支援法第１４条第１項に基づく発達障害者支援センターの指定について、本市において発達障害者支援センター業務を行う基準を満たしているとは認められませんでしたので、指定しないこととする旨通知します。
指定しない理由
（教示）この決定に不服があるときは、行政不服審査法の規定により、実施機関に対し、この通知書を受けた日の翌日から起算して３箇月以内に審査請求を行うことができます。
　　　　また、行政事件訴訟法の規定により、この通知書を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に京都市を被告として、京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます(訴訟において京都市を代表するものは、京都市長となります。)。
